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１． 京都府の高齢化・人口減少社会の状況と見通し 

  １－１．将来の府内市町村の人口 

  国勢調査に基づく国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計では、今後も長

期に渡る人口減尐が続く中、生産年齢人口が減尐し、高齢者人口が維持されること

から、高齢化・人口減尐社会が一層進行するものと予測される。一方、人口減尐局

面にも関わらず世帯数は増加しており、世帯の細分化は、今後も進行するものと予

測される。 

  京都府域は、地域ごとに人口減尐・高齢化の進行状況が異なる。2035 年には、

丹後地域や相楽地域東部において高齢化率が 50％を超え、かつ、人口減尐割合も

40％を超える地域が発生する見込みである。 

（※高齢化率、人口減尐割合のいずれの数値も平成 17年国調人口を基準に推計した数値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  高齢者人口の動向は４つのカテゴリに分類され、相楽地域西部のように将来に渡

って高齢者人口の激増が続く地域、京都市とその周辺地域のように 2020～25 年頃

をピークにその後も横ばいが続く地域、中丹地域以北の市のように 2020～25 年頃

をピークにその後は減尐が続く地域、中北部地域及び相楽地域東部の町村のように

既に減尐又は 2015年頃をピークに減尐が続く地域に区分することができる。  

  このような高齢者人口の増加に伴い、社会保障関係経費は地方財政全体で毎年約

7,000億円増加し、京都府内市町村でも 10年前に比して 83％の増加となっている。 

  農山村地域では大学や雇用の場が尐なく、若年層の地域外流出が続き、いわゆる

「限界集落」の増加等が課題となる一方で、都市地域では子育て期等に居住した団

塊世代の高齢化に伴う農山村地域を上回る急激な高齢者人口の増加が、地域に様々

な影響を及ぼす見込みである。 

2035年には、高齢者人口が生産年齢人口を上回る市町村も発生する見込み 
 

【図表１：高齢者人口と生産年齢人口】 

※１ 各年の生産年齢人口（１５～６４歳）から高齢者人口（６５歳以上）を差し引いた数値をグラフ化
したもの。 グラフの値がマイナスの場合は、１５～６４歳人口よりも６５歳以上人口が多いこと
を示している。 

※２ 国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（平成２０年１２月）に基づく 
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【図表３：2035年の高齢化率と人口減少率】 

濃い地域ほど高齢化・人口減少が進行 

【図表２：高齢者人口の増加率】 

①市町村においては、４つのカテゴリに分類することが可能 
②多くの市町村は、2020～2025年に高齢者人口のピークを迎えるため、高齢者政策は 2020～2025年の 
人口をベースとして考慮する必要 

③木津川市や精華町では、高齢者人口が急増する一方、高齢者人口が既に減少に転じている地域も発生 

※１ 人口減少率は、平成 1７年国調人口を基準に推計した平成２２年の推計人口を基準に計算 
※２ 国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（平成２０年１２月）に基づく 
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１－２．府内の経済状況 

  日本経済の成長が鈍化する中で、京都府域における地域間の経済格差（丹後地域

の地域別分配所得は平均に比して△35％程度）は拡大傾向にある。所得の低い地域

は、公的サービスの地域 GDP に占める割合が高く、厳しい財政状況による公共投

資の減尐が経済に直接影響を与える地域経済構造が見られる。 

  現下の経済情勢を鑑みれば、高齢化・人口減尐傾向の強い地域の経済成長は引き

続き厳しい状況が続くものと考えられる。 

 【
図
表
４
：
地
域
別
経
済
成
長
率
の
推
移
】 

【
図
表
５
：
地
域
内
総
生
産
の
経
済
活
動
別
構
成
比
】 

【
図
表
６
：
一
人
当
た
り
地
域
別
分
配 

所
得
の
指
数
の
推
移
】 

※１：京都府市町村民経済計算による。 

※２：平成１１年度の市町村内総生産を基準にしたもの。 

※１京都府市町村民経済計算による。※２京都府を 100 とした指数 
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２．平成の合併を経た後の府内市町村における新たな課題                

～地域の目線から見た高齢化・人口減少社会の状況～ 
 

研究会では、地域の実情を実地に把握し、高齢化・人口減尐社会における地域課題

を地域の目線から明らかにするため、高齢化・人口減尐が進む農山村地域の生活基盤

の状況や都市地域の高齢化に伴う課題などそれぞれテーマを定めて各地域における

取組事例の現地調査を実施した。 

ここでは各地域・各テーマの現地調査から得られた課題を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図表７：現地調査の各地域・各テーマの取組状況の効果と課題】 

■地域の生活基盤
   ～地域交通等の
   状況～

NPO於与岐みせん
【綾部市】

■過疎地有償運送
   によるバス運行
■地域商店の運営

■運営補助金の交付
    等

●自分達が動かないと地域は変わらないとの意識の醸成
▲制度上の制限（乗客の確保、行政・他事業者との連携）
▲バス事業を支えるため、多様な収入確保の取組が必要

(有)常吉村営百貨店
【京丹後市】
（旧大宮町）

■地域商店の運営
■特になし
　（講演等の依頼）

●補助金に頼らない自立的運営
●農業体験は経営や地域活性化にプラス効果
▲地域商店だけでは雇用の受け皿にはなりづらい（数人）

(株)加悦
ファーマーズライス

【与謝野町】
（旧加悦町）

■町出資により地元
   米の加工販売会社
   を設立

■出資、経営支援等
●行政支援で規模の大きな雇用創出（数十人）が可能
▲失敗時には行政負担が発生（専門家の支援が必要）
▲販路等のネットワークづくりが必須

五ヶ荘農場づくり協議
会

【南丹市】
（旧日吉町）

■担い手育成等に取
   り組むも、補助金
   終了後の活動が
   停滞

■特になし
▲地域ぐるみでの危機感・目的意識を共有していく必要
▲時代に応じた助言等のフォローアップが不十分
▲独り立ちを支援できる事業スキームづくり

鶴ヶ岡地域振興会
【南丹市】

（旧美山町）

■職員派遣による窓
   口サービスと地域
   づくりを行う住民組
   織を設置

■職員（嘱託）の派遣

●職員を派遣することで利便性が向上
▲地域主体の取組を基調に行政を含めた公共的活動の最
   適化を図り続けること
▲美山地域以外の地域においても、それぞれの地域に
    合った形でのしくみづくりを進めること

■都市地域の高齢化

都
市
地
域

■高齢化等が進む集
   合住宅地域の再生

男山第四住宅
【八幡市】

■管理組合を中心に
　 建て替えや地域再
   生を検討

■検討費用の助成
▲複合的課題は独力では対応しきれない
▲行政側の調整役が不在

■市町村間の広域
　 連携・事務の共同
　 処理

行
政
体
制

■高齢化・人口減少
   による非効率事務、
   単独処理困難事務
   の発生

相楽東部広域連合
【笠置町、

　和束町、南山城村】

●人件費・事務費の削減・人材交流の活発化の効果
▲市町村同士では進みにくく、府が一緒に地域のあり方を
    考える必要

■市町村合併

合
併
市
町
村

■中心部と周辺部の
   格差
■行政と住民の距離
   感の拡大

それぞれの調査先
でヒアリング

▲目立つ地域に支援が集中（常吉村営百貨店）
▲合併で職員が異動し、事業停滞のきっかけのひとつに
   （五ヶ荘農場づくり協議会）
▲旧役場は縮小され、寂れている印象（相楽東部広域連
   合）

類
型

現地調査先
【市町村名】

調査先の取組状況
現在の市町村

の主な関わり方
取組の効果と課題

●地域の取組を府が人的に支援することは住民から高評
   価
▲新規就農は、人間関係や出産・育児も含めたトータルで
   の生活基盤の確立が必要

課題・状況

■人口流出
■地域の担い手不足
■移動手段の確保
　 困難
■商店の経営困難
■雇用機会の減少
■農業の低迷

農
山
漁
村
地
域

■周辺地域の活性化等の取組を実施

■教育委員会の設置運営やゴミ処理の
   事務を共同で処理

岡田中地区
【舞鶴市】

■里の仕事人が地
   域に入り、地元組
   織と協働・支援

テーマ

■地域の雇用

■農業と農村集落
　 の維持

■地域のコミュニティ

■職員が地域に入り、
    地元組織と協働・支
    援 （里の仕事人・仕
    掛人とも連携）
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２－１．地域の生活基盤～地域交通等の状況～ 

 

 

 

 

 

  基本的な地域の暮らしや生業が高齢化と地域経済の衰退で成り立たなくなっ

ていることの具体的事例として、農山村地域を中心に生活交通の不足が顕在化し

ている。 

  物的及び情報面でのアクセス手段が限定されることが、買い物難民や地域医療

の問題につながっており、雇用と移動、流通やサービス機能の確保が地域を維持

するための最大のポイントである。 

高齢化・人口減尐社会では、道路基盤や情報通信基盤のハード面での取組もさ

ることながら、携帯電話や情報携帯端末等が急速に普及する実態を踏まえ、高齢

者も含めて誰でもどこでも簡単にコンピュータネットワークにアクセスするこ

とができるユビキタス社会を確立させることや、これらを利用して高齢者が地域

において買い物や医療のサービスを享受できるようなソフト面の施策を充実さ

せることが求められる。 

   高齢化が進む地域では、NPO 法人や自治組織が地域課題に対応するために

様々な取組を進めているところであるが、ボランティアによる取組は住民の負担

感から継続的な取組が困難となるケースも見られ、地域に関わる人々の思いや知

恵を活かしつつ、必要なサービス等を「仕事」として取り組むことが可能な仕掛

けづくりが求められている。 

  買い物難民問題への対応方策として、過疎地有償運送や配送サービス等の取組

が進められているが、過疎地有償運送制度は当該過疎地に居住する住民のみを移

送サービスの対象とするなど、観光振興や定住促進につなげたい地域の思いや実

情に対応できない部分があることから、制度面の改善が求められるほか、配送サ

ービスも高齢者福祉対策などと併せた複合的な取組が求められており、市町村が

地域の実情に応じて施策を行うことが可能となるように規制緩和や権限移譲の

推進を図ることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表８：高齢者が日常的に困っていること】 【図表９：集落の維持に関し、特に不安に感じていること】 

出典：命の里集落実態調査 出典：命の里集落実態調査 

■ 過疎地有償運送を地域ぐるみで行う NPO 法人於与岐みせん及び綾部市於与岐地区の取

組から、公共交通機関がない地域における住民主体による交通手段確保の取組の現状と課

題を探る。 
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２－２．地域の雇用 

 

 

 

 

 

 

  市町村合併による職員数の削減や行財政改革に伴う財政支出の縮小により、公

共部門の雇用の場が減尐しているほか、公共部門の縮小にリンクして民間部門も

縮小する悪循環が見られる地域が存在しており、若年層を引き留めるための雇用

を地域が生み出すことができるかが大きな課題となっている。 

  京都府内には、古くから”都”の生活を支えるために各地域の特色を活かした地

域産業が多数生まれた。京都・大阪の二大消費地の間近に位置する山城地方では、

木津川、淀川の水運を活かしたお茶や梅、柿などの商品作物の栽培や酒の製造等

の地域産業が盛んであり、冬は多雪、夏は霧に閉ざされ安定した米麦の生産が難

しかった丹波・丹後地方では、山間地域の不利を補う特産物の開発に取り組み、

丹波地方では材木や栗、丹後地方では和紙やちりめんなどの地域産業が発展した。

こうした地域産業の中には、丹後地域の機械金属業界のように伝統産業を発端と

して発展を続けている地域産業も存在している。 

  地域産業の創出には、各地の歴史的・地域的な特性を活かして産学公が息長く

連携・協働しながら、事業と地域の関わりを強めていくことが肝要であるが、地

域産業を持続可能なものとするためには、そこに住まう人々のライフスタイル

（半農半Ｘなど）や地域産業を活かす取組（農商工連携など）等を踏まえた、新

たなチャレンジや生業を下支えするしくみづくりが必要である。 

  なお、雇用創出や地域産業との関わりを強めることを目的に、補助金等を活用

した行政主導により、地域産業おこしや工場・企業等の誘致を進めてきた取組は

これまでから見受けられるところである。しかしながら、こうした取組を長期的

な視点で見た場合、地域の中小事業者のビジネスチャンスや経営改善、農林水産

業との連携や地域資源の利活用への効果が見られない結末を迎えた事業も存在

しており、検証や反省もないままに繰り返される従来型の補助行政に対して住民

や地元事業者の一部は不信感を抱えている。 

  高齢化・人口減尐が進行する中、多様化・複雑化する課題に対して一律のルー

ルや基準の枠にはめようとする従来型の補助行政や分野毎の縦割り（セクショナ

リズム）では対応しきれないことを認識し、前例や行政内部の事情に固執して行

政が独善的に主導するのではなく、住民や地域事業者の不信感を率直に受け止め

ながら、住民や地域事業者と智恵を出し合い、住民・地域事業者主体の取組を下

支えすることこそが行政に求められている。 

 

 

  

■ 農協支所の撤退に伴い、住民出資の有限会社による商店を設立し、農業を中心とした様々

な体験交流等による地域活性化にも取り組む(有)常吉村営百貨店、与謝野町が出資して丹

後米を加工販売する第三セクター(株)加悦ファーマーズライスの２つの企業から農業を通

じた地域自立の可能性、地域雇用の可能性を探る。 
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２－３．農業と農村集落の維持 

 

 

 

 

 

 

  人口減尐・高齢化が著しい農山村地域は、国土の保全に大きな役割を果たす豊

かな自然環境を守り育てながら、農業や林業、水産業が基幹産業となっている。

しかしながら、地域の基幹産業である農業や林業、水産業で十分な収入を獲得で

きない状況が、地域から若年層を中心とした人口の流出を招き、いわゆる「限界

集落」と呼ばれる人口減尐・高齢化の著しい地域を生じさせるなど、農山村地域

の持続可能性に大きな影響を与えている。 

  グローバル経済の中、競争力や食料自給率の向上を目的に、農地の集約化によ

る経営規模の拡大を目指した農業政策が展開されてきたところであるが、集約化

に適さない農地が多い中山間地域等においては、農業を「産業」と捉えるのでは

なく、どう地域を守っていくのかという「地域の維持」の視点で捉えている住民

も見受けられることから、農業政策の方針が地域の個人農家や農山村集落の住民

の思いと決定的にすれ違う状況が生じている地域もある。 

  こうした認識に立って、政策の立て方そのものを見直すことが求められており、

地元密着型の地域にふさわしい農業をどう育てていくか、地域農業を今後どうし

ていくのかという議論を地域から起こしながら、農業を産業として近代化する方

向だけでなく、地域の実情に応じて、生業として成り立たせる方向も併せて模索

しなければ個人農家や農山村集落の住民とのすれ違いは今後も続くことが見込

まれる。 

  農山村地域では、様々な行政指導や補助事業による対応方策が取り組まれてき

たところであるが、事業の目的や内容について、地域を巻き込んだ議論や合意形

成が不十分であったために取組が停滞・頓挫した事例も見受けられ、地域の歴史

的背景や実情を十分に踏まえ、住民に寄り添いながら、事業終了後にも住民や農

家が自立・継続して取組を進めることができるような支援スキームの構築が求め

られている。       

  また、農山村地域や農業の活性化策の一つとして新規就農の取組が進められて

いるが、農地の確保に係る法制度上の課題に加え、生産体制の確立や流通ルート

の獲得に時間を要するなど、新規就農者が安定した生計を立てることは困難であ

ることから、短期に新規就農者の実情を踏まえた伴走型支援策の充実を図る必要

がある。 

  農業や農山村地域を取り巻く状況は、これまでの販路や流通ルートを意識する

ことなく農協等に任せきりのいわば護送船団方式とも言える時代から急速に変

化し、自ら加工品の開発、販路や流通ルートの開拓、観光業との連携など創意工

夫が求められる時代へと移り変わりを見せている。 

 

 

■ 十数年前に行政の支援を受けて地域農業活性化に取り組んだ五ヶ荘農場づくり協議会の

取組から、支援のあり方と取組を持続させていくための課題を探る。 

■ 過疎化・高齢化が進む農村集落において命の里事業の支援を受けながら集落再生に向け

て取り組む舞鶴市岡田中地区から、過疎集落の再生支援のあり方を探る。 
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  高齢化・人口減尐が進行する中、農山村集落を取り巻く環境は、ますます厳し

さを増すことが見込まれるが、いわゆる「限界集落」と呼ばれるような地域にあ

っても、いきいきと暮らしを営んでいけるよう、農林水産業や地域を取り巻く環

境の変化に対応しながら、個人農家や農山村集落の住民の思いにより沿った取組

が必要である。 
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図３ 過疎化・高齢化集落数の推移
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【図表 10：京都府の年代別人口構成率】 

※平成 17 年国勢調査結果に基づく 

出典：里力再生アクションプラン（農林水産部農村振興課） 

 

【図表 11：過疎化・高齢化 
集落数の推移】 

 

出典：里力再生アクションプラン 

（農林水産部農村振興課） 
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２－４．地域のコミュニティ・都市地域の高齢化 

 

 

 

 

 

 

 

  高齢化・人口減尐が進む地域では、南丹市美山町における地域振興会の取組等、

危機感を共有し、住民主体の組織が立ち上がり、今まで行政が行ってきた仕事を

担う動きも見られる。 

  そのような取組を持続可能なものとしていくために、行政と多様な主体がどの

ように関わるかが重要であり、特に担い手となる人材の確保については、地域を

良く知る行政職員が果たすべき役割は大きいと言える。 

  地域には、自治会を始めとした多種多様な団体が存在しているが、それらの団

体が個別に活動し、活動に必要な人材の提供を地域に求めるために、地域の限ら

れた人的・物的資源が分散して効率的ではない事例が見受けられ、選択と集中に

より地域課題に包括的に対応する組織への一元化を図るための仕掛けづくりが

必要である。 

  高度経済成長期に集中的に開発が行われた地域では、高齢者人口の急増が見込

まれる中、集合住宅の建替えや社会インフラの維持整備、福祉サービス、生きが

いづくり、雇用創出など幅広い課題への対応を有機的に関連付けながら進める必

要がある。こうした複合的課題の解決は、市町村だけでは対応しきれないケース

もあり、京都府を含めて横断的に知恵を結集しながら、新たな価値創造を図るよ

うなまちづくりが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図表 12：南丹市美山町における地域振興会組織図】 

※１：旧美山町が抱える地域課題に対応するため、住民と行政を結ぶ 地域振興会を設立し、市が行政職員を派遣して窓口 

業務を行うとともに、住民が中心となって地域活性化の拠点づくりや各種事業を実施。 

※２：自治会を再編して振興会としたため自治会は存在しない。また、振興会は任意組織である。 

■ 住民組織による地域活性化に取り組む鶴ヶ岡地域振興会と住民自治・地域コミュニティ

支援のために振興会に行政職員を派遣する南丹市の取組から住民自治の担保の方策と課

題を探る。 

■ 老朽化と高齢化が進む八幡市男山団地における地域再生に向けた取組から都市部にお

ける高齢化問題への対応方策と課題を探る。 
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２－５．市町村間の広域連携・事務の共同処理 

 

 

 

 

  広域連合等の広域連携業務は、人件費や事務費の削減などの財政効果や人材交

流の活発化、取組の高度化など一定の成果が見られる一方、市町村から移譲され

た特定の事務のみを処理する広域連携組織には、事務処理がマンネリ化しがちに

なる、事務の改善が図られにくいという課題もある。 

  市町村合併と異なり役場機能がそれぞれの町村に残されることから、住民の不

安感は尐ないと思われるものの、一部事務組合や広域連合は、住民にとって馴染

みが薄く、顔の見えにくい行政組織であり、住民監視が行き届きにくいとの指摘

や新たに特別地方公共団体という組織を設けることにより国・都道府県・市町村

の構造に屋上屋を架すとの指摘もあることから、広域連携・事務の共同処理を行

うにあたっては、こうした指摘を踏まえた透明・効率的な組織にする必要がある。 

  

■ 相楽郡２町１村において教育委員会を共同で設置する相楽東部広域連合の取組から市町

村間の広域連携の課題を探る。 

【参考：一部事務組合・広域連合のイメージ図】 

■市町村等の事務の一部を共同して処理するために、規約を定めて事務を共同処理するもの。 

■一部事務組合が成立すると、共同処理するとされた事務は、関係市町村等の権能から除外され、一部事務組合に引き継がれる。 

■市町村等のうち広域にわたり処理することが適当な事務について、広域計画を作成して必要な連絡調整を図りながら総合的か 

つ計画的に処理するため設けるもの。 

■広域連合が成立すると、共同処理するとされた事務は、関係市町村等の権能から除外され、広域連合に引き継がれる。 

■一部事務組合と比較して国、都道府県等から直接に権限等の委任を受けることができることや、直接請求が認められているな 

どの違いがある。 
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２－６．市町村合併 

 （１）市町村合併の効果と課題 

  平成の合併により 12市 31町１村の 44市町村から 15市 10町１村の 26市町村

へと 40.9％減尐（全国平均 46.6％）し、府内市町村の姿は大きく変化した。 

  市町村合併から数年しか経過していない現時点においては、市町村合併の効果

は住民に実感されておらず、合併を評価する声は尐ない。これは役場が支所とな

り職員数が減尐したこと、旧知の職員が尐なくなったことなどから住民にとって

以前は気軽に声をかけあい親身に相談に乗ってもらえた「役場」から、形式的で

よそよそしい「役所」になってしまったように映り、心理的な距離が拡大したこ

とや、役場機能の見直しによる現場権限の縮小、役場周辺の飲食店や消耗品・備

品等の取引があった関連産業との繋がりの縮小により、合併前地域の活力が失わ

れたことなどが主な原因と考えられる。 

  このような中、合併市町村では住民と行政の協働を促進する事業の実施や周辺

地域の振興対策等課題に対応するための様々な取組を進めているが、これらの取

組が必ずしも住民の市町村合併に対する積極的な評価に繋がっておらず、住民ニ

ーズをしっかり受け止めるしくみづくりと協働の場づくりが求められている。 

  一方、合併により財政基盤や行政体制が強化され、人件費等の経費削減、専門

化された行政組織の設置、住民サービスの高度化、地域資源を活かした広域的な

まちづくりが可能になる等の効果も見られるが、地方交付税の合併算定替え等の

合併支援策の期限が迫る中、将来を見据えた財政基盤の強化も求められている。 

  京都府では、合併市町村に対する支援プランを策定し、合併協議や新市町村建

設に係る基盤整備等の支援を行い、合併後のまちづくりも「市町村未来づくり交

付金」等により支援してきたところであるが、今後は、課題解決に向けた行政分

野横断的な連携体制の構築はもとより、人がつながり、支え合い、智恵と力を持

ち寄って行動を起こす京都府ならではのスタイルでの取組が求められている。

「平成の合併」と呼ばれた 10 年の間に、高齢化・人口減尐の進行、地域経済の

衰退、公共事業の減尐、地方分権改革など、市町村を取り巻く社会情勢は大きく

転換した。こうした潮流は、今後も一層加速する可能性があり、中長期的な視点

から地域の未来づくりへの戦略的な取組を進め、住民とともに足腰の強い市町村

を築いていく必要がある。 

 
 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

【図表 13：市町村合併による効果の全体像】 
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   （２）合併市町に今後求められること 

 
 
 その①：地域住民と行政の絆やつながりを感じられる行政であること 

       地域住民と行政の距離感が指摘される中、中心部で会議や説明会が開
催されることから、絆やつながりという心理的な距離感と物理的な距離
感を住民が感じるようになっている。このため、職員自らが地域に赴く
ような取組（自治会担当制）や周辺部での会議・説明会の開催など、地        
域住民が行政との距離感を縮め、住民ニーズに応じて行政への関心を高
めるような取組が求められている。 

 
 その②：強化された組織体制で、地域バランスに配慮しながら住民が実感できる   

施策を展開すること 
旧町域を超える広域的なまちづくりの視点を持って、強化された組織

体制を活かし、企業立地・観光振興等の市町村の独自性を発揮した様々
な施策が展開されているが、住民視点から施策の評価を行い、住民が成
果を実感できる施策の工夫とＰＲ強化が必要である。 
また、旧町域は、支所の存続や中心地域等他地域の施策に対して、不

安や不満を感じている。住民と行政の絆やつながりを築きながら、各地
域にも目配りの行き届いた施策が求められる。 

 
 その③：高齢化・人口減少社会の中、複雑化・多様化する地域課題の解決に自ら    

対応していくこと 
 地域課題は複雑化・多様化しており、容易には解決できない状況に
ある。こうした中、市町村には今後も地方分権改革による事務権限の
移譲が予想され、市町村が自らの権限に基づき、主体的に地域課題を
解決していくことが一層求められるようになる。 
また、取組を支える様々な基準を条例により定めるようになるため、

市町村議会も政策審査能力が問われる時代を迎えており、議会のチェ
ック機能の充実も今後一層求められている。      
   

 その④：財政面の特例措置期間が終了した後の自立的な財政運営 
 平成３２年度までに普通交付税の合併算定期間が終了し、歳入の約
５％～１０％が減尐することから、将来の減収を見据えた財政運営が
必要である。 
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   （３）合併しなかった小規模市町村に今後求められること 

 
 
 その①：人口減少に対応した地域づくり、高齢者が地域を支えるしくみづくり 
     小規模市町村では、他地域に比べて人口の減尐、高齢化率の増加が顕

著に見込まれている。また、農山村地域では、集落の維持が困難となる
地域の増加も懸念され、都市部においても高齢者人口の急激な増加が見
込まれる。 
こうした人口減尐や高齢化が進行した地域を維持していくためには、

行政のバックアップのもと、住民同士・高齢者同士が支え合って地域を
維持していくための仕組みづくりが求められる。 

 
 その②：地域の実情に合った方法で、住民生活に不可欠な公共サービスを維持し    

ていくこと 
       高齢化・人口減尐社会の進行、人口流出により地域の相互扶助機能

が衰退する中、住民が期待する行政の役割は大きくなっている。しか
し、小規模市町村ではこうした期待に応えられる行財政基盤が十分で
はなく、行政だけで全てのニーズを満たすことは難しいことから、住
民と行政が知恵を出し合い、住民生活に不可欠な公共サービスをとも
に担っていくためのしくみづくりが求められる。 

 
 その③：高齢化・人口減少社会を見据え、中長期的に持続可能な行財政運営基盤   

の確立に向けた創意工夫 
 尐子高齢化に伴い、社会保障関連経費の今後ますますの増大が見込
まれる中、市町村にはこれまで以上の行財政運営の創意工夫が求めら
れる。１０年先、２０年先の地域の姿を住民とともに描き、中長期的
に持続可能な行財政運営の確立に向けて、地域の実情に合った業務の
見直しやインフラの維持、将来負担を勘案した身の丈に合った投資、
それらにふさわしい組織・人材の育成について、相互に関連付けなが
ら戦略的に行財政改革を進める必要がある。 

 
 その④：効果的な広域連携の推進 

  地方分権改革による事務量の増加が見込まれる中、事務の共同処理
の積極的な活用が求められている。なお、この場合、同地域に一部事
務組合等を乱立させることは屋上屋を架し、かえって非効率や経費増
加を招くことから、透明性の確保や真の効果性・効率性に十分留意し
た既存組織の有効活用や統廃合も求められる。 
 

 
  

【小規模町村】 

人口が概ね一万人未満の地方公共団体を想定しており、今後の人口動向は、現状の５

町村だけではなく、小規模町村に近づく市町村が増えることが懸念されている。 
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３．今後の府・市町村のあり方（方向性） 

府内市町村では、地域経済の衰退に加えて高齢化・人口減尐社会が進行する中、地域

課題が複数の分野や事業主体に及ぶために円滑な連携ができていない事例を始めとして、

様々な課題が生じている。 

市町村と京都府はその役割とするところは異なるが、同じ地方行政を担う地方公共団

体として、市町村と京都府がそれぞれの役割分担のもと十分な連携を図りながら、地域

課題の解決に向けた取組を進めることが求められている。 

 

３－１．市町村に求められること（役割の基本的な方向性） 

地域課題の解決は、住民にとって最も身近な地方公共団体であり、地域に密着

した様々な事務処理や権限行為を行う市町村が主体的に対応することが望ましく、

市町村域をまたがる課題についても、相互に補完しながらできるかぎり市町村間

の連携によって対応することが望まれる。 

市町村では、この１０年間の社会環境、行財政環境の変化の中で、 

①  行財政改革による職員数削減 

                                    （約 10年で約 1,900人（14％）の減（京都市除く）） 

②  社会保障制度改革や地方分権改革等の変化による事務量の増大・複雑化 

                                          （社会保障関連経費が約10年で約1.7倍） 

③  住民ニーズの多様化・複雑化                                               

      等の困難な状況もあるが、高齢者人口の急増、人口減尐の進行によって生じる様々

な社会環境の変化に対応していくためにも、住民・事業者・京都府と智恵を出し

合いながら地域課題の解決に向けた体制づくりを進めていくことが求められる。 

  

    ３－２．京都府に求められること（役割の基本的な方向性） 

これまで各地域の課題は、住民サービスを提供する市町村が主体的に取り組み、

広域行政を担う京都府は助言指導や事業費補助による後方支援の役割を担ってき

たところである。 

研究会の事例調査では、法令に基づく規制が地域の自主的な取組を阻害してい

る事例も見受けられたところである。高齢化・人口減尐社会において地域が担う

公共的機能の役割の増大が今後見込まれる中、 

①  地域の意欲を削ぐことがないよう、京都府が現地・現場の声をしっかりと

受け止め、国に対して制度の見直しや規制の緩和を求めることにより地域、

市町村を支援すること、 

②  国の対応が不十分な分野において、地域性を踏まえた支援体制を京都府が

構築すること 

等のこれまで京都府が担ってきた後方支援的な役割は、今後も一層取組を強化し

ていかなければならない。 

一方、厳しい行財政状況におかれている市町村だけでは対応することが困難な

課題等も存在しており、高齢化・人口減尐が進行する中、地域課題の解決は「待

ったなし」の状況となっている。 
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こうした中、補完性・近接性の原理を基本としながら、関係市町村との十分な連

携のもとに府が必要に応じて課題解決に向けた総合調整役を担うなど人的な関わ

りを深め、住民・事業者・市町村と智恵を出し合いながらともに公共を担うしくみ

を動かし、課題解決に向けて取り組むことが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
【図表 14：京都府の役割分担イメージ図】 

 
 
【前提】 
① 市町村からのニーズがあること   
② 市町村において課題解決に向けた十分な努力がなされていること 

【事案】 
① 高齢化・人口減尐に起因する複合的な地域課題 
② 高齢化・人口減尐社会に対応するため、市町村の価値創造・価値転換を図るべき課題 
③ 合併により広域化された地域の課題 

 

【府が積極的役割を担う場合のメルクマール（案）】 
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３－３．地域ごとの方向性 

高齢化・人口減尐が進行する中、住民活動との相乗効果の発揮や国の施策とも

連携しながら、「選択と集中」により限られた人的・物的資源を有効に活用して地

域の強みを伸ばしていかなければならない。 

 これまでの地域運営は、補助金の交付や助言・指導など行政から地域へ様々な

メニューを提示しながら行われてきたところであるが、今後は、地域と話し合い、

ともに考え、知恵を出し合いながら作り上げた取組をきめ細かく支援するような

地域運営が求められている。 

 

（１） 農山漁村地域が抱える課題に対応するために 

 

過疎化と高齢化が進み、いわゆる「限界集落」の増加が見込まれる中、この

まま推移すれば、集落を維持することが難しくなることが予想される集落もあ

り、全ての集落を維持することは困難であるかもしれないが、歴史や地域の成

り立ちをよく学びながら、住民の意向や意欲を汲み取り、それぞれの地域の実

態に寄り添った対応や支援のあり方を模索していく必要がある。 

一方では、再生に向けて集落連携などに取り組む集落もあり、こうした地域

では、住民が公共の担い手として過疎地有償運送や地域振興会等を通じた地域

づくりなど様々な取組が行われているところである。しかしながら、制度上の

制約が過疎地有償運送の継続を困難にし、地域住民の主体的な事業展開を阻害

している綾部市の「NPO 法人於与岐みせん」の事例や他地域への拡がりが期待

される南丹市美山町の地域振興会の事例など、特区の活用や人材の配置、財源

の配分など地域の智恵と力を引き出すしくみづくりが求められている。 

 

市町村の役割の方向性 京都府の役割の方向性 

住民に最も身近な地方公共団体とし

て現地・現場目線による制度改善の取

組や特区制度の活用、地域ごとの状況

に応じた地域主体のスキームづくりな

ど智恵を絞った取組が求められてい

る。 

また、住民に身近な市町村だからこ

そ、こうした公共の担い手として活躍

する地域組織や住民がその取組を継

続させていくことができるように、地

域訪問によるきめ細かなフォローア

ップを行うなど住民と一緒になって

地域を支えていくことが求められて

いる。 

農林業を中心に地域の担い手不足、

人口減尐、高齢者福祉の充実、買い物

問題、生活交通の確保等の課題が集落

ごとに生じており、多種多様で画一的

な対応では立ち行かない状況にある。 

こうした集落は府内各地に存在し、

厳しい状況にある市町村独自の取組で

は対応しきれないこと、集落ごとの状

況に応じてきめ細かな対応が求めら

れ、複合的な要因を抱えることから、

行政分野毎の対応では課題解決につな

がらないため、地域ごとの状況に応じ

て、人的支援を中心に生業の維持や人

口減尐、高齢者問題、買い物問題等を

パッケージした課題解決モデルを構築

することが求められている。 
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（２） 都市地域が抱える課題に対応するために 

 

都市地域では今後急激な高齢者数の増加が見込まれており、相当数の高齢者

が生活することを前提とした都市構造への転換、地域再生が求められる。 

しかしながら、多数の住民が多様なライフスタイルで生活する都市地域にお

いては、農山漁村地域のように農業・林業・漁業を柱とした地域再生の取組を

進めることは難しく、多様な価値観を反映させながら高齢化・人口減尐に対応

した取組を進めることが求められる。 

 

市町村の役割の方向性 京都府の役割の方向性 

対症療法的に様々な施策を行うの

ではなく、低成長、人口減尐・高齢化

の進行に対応した都市構造の転換を

図るためには、地域に暮らす住民ニー

ズの把握とそれに応じたビジョンの

提示による将来像の共有が不可欠で

あり、組織横断体制の構築のみならず

幅広い住民・事業者を多層的に巻き込

んだプラットフォームの形成が強く

求められている。 

     多様かつ高度な行政ニーズに対し、

限られた行財政資源を有効に活用し、

ニーズの集約と的確な対応方策の確

立が不可欠であるものの、市町村だけ

では、十分な対応ができない課題もあ

る。 

こうした課題には、京都府内の市町

村の動向を把握し、広域調整や計画策

定等のノウハウを有する京都府が多

様な事業主体との総合調整役を担い、

住民視点・市町村視点での取組経験を

積みながら、高齢化・人口減尐社会に

備えた体制づくりに向けた先導役と

なることが求められている。 
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（３） 合併市町村が抱える課題に対応するために 

 

合併後の旧町地域の活力低下や住民の声が届きにくくなる、住民負担が増

したなどの指摘に対応するため様々な取組を実施しているが、これらの取組

が住民の市町村合併に対する積極的な評価に繋がっておらず、地域バランス

に配慮した合併後のまちづくりの推進、組織体制、財政基盤の強化、住民と

行政のコミュニケーションの向上等が求められる。 

 

市町村の役割の方向性 京都府の役割の方向性 

課題に対応するための様々な取組を

進めているものの、住民の市町村合併

に対する積極的な評価に繋がっておら

ず、住民と行政の絆やつながりを強化

する取組が求められている。 

合併により財政基盤や行政体制が強

化され、人件費等の経費削減、高度化・

専門化された行政組織の設置、住民サ

ービスの高度化、地域資源を活かした

広域的なまちづくりが可能になる等の

効果も見られるが、引き続き中長期的

な視点から地域の未来づくりへの戦略

的な取組を進める必要がある。地方交

付税の合併算定替え等の合併支援策の

期限が迫る中、将来を見据えた財政基

盤の強化も求められている。 

合併協議から合併後の市町村づくり

を進めてきたこの１０年間において

は、高齢化・人口減尐の進行、地域経

済の衰退、公共事業の減尐、地方分権

改革など、市町村を取り巻く社会情勢

が大きく転換してきたところである。

こうした潮流は、今後一層加速する可

能性があるため、将来を見据えて環境

の変化に対応した足腰の強い市町村づ

くりを住民とともに進めていく必要が

ある。 

中心部での会議や説明会の開催など

ひとつひとつの小さな取組の積み重ね

が行政と住民との距離感の拡大を招

き、合併に対する評価につながってい

ない面もあると思われるが、こうした

細かな点は当事者では気づきにくい面

もあることから、行財政の効率化等の

平成の大合併の意義を考慮しつつ、京

都府が第三者的な視点から市町村施策

に「気づき」を吹き込み、住民に説明

するような取組が求められている。  

その上で、合併市町村が抱える地域

課題について、住民が市町村合併の効

果を実感できるようなかたちで課題が

解決されるように、市町村とともに解

決策を検討、支援していくことが求め

られている。 
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３－４．地域ごとの取組を進めるために～行政体制の整備～ 

 

「選択と集中」により限られた人的・物的資源を有効に活用して地域の強み

を伸ばしていくためには、行政体制の整備が不可欠であり、行政経営の効率化

や他団体と対等な立場で協力・共同する関係を進展させていくことが求められ

ている。 

 

市町村の役割の方向性 京都府の役割の方向性 

地方分権改革が進展する中、住民に

最も身近な行政主体である市町村が事

務の処理や決定を行うことが基本であ

り、市町村域をまたがる課題について

も、市町村間の連携によって対応され

ることが望まれるところである。 

今後、さらなる高齢化・人口減尐の

進行、地方分権改革の進展が見込まれ

る中、限られた資源（職員・地域人材・

財源等）の中で市町村の行財政体制の

充実・強化が不可欠であり、住民目線

を意識した事務手続き・書類作成のサ

ポート体制の構築やスケールメリット

を意識した現在の事務処理体制の見直

しや効率的な事務執行に向けた共同化

の検討等が求められる。 

     市町村行財政に関する様々なデータ

を有しているものの、データを活かし

たコンサルティング活動は十分では

ない。高齢化・人口減尐社会の進行や

厳しい行財政状況の中で、行政体制の

抜本的な見直しが避けられない市町

村の発現も予想される中、市町村の行

財政運営に寄り添いながら、行政体制

の整備・事務処理体制の見直しに向け

たアドバイスや取組方策を提案して

いくことが必要である。 

行政体制の見直しには、事務の効率

化が不可欠であることから、市町村の

ニーズを踏まえた広域連携のメルク

マールづくりや協議の枠組みづくり

を市町村とともに進めることが求め

られている。 
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３－５．多様な主体が地域を担うために地域へ求められること 

 

  これまでの行政主導の地域運営ではなく、住民自らが「これからの地域に何

が必要で、そのためにはどうすれば良いのか」を地域で話し合い、地域力再生

プロジェクト交付金等を活用しながら、創意工夫した主体的な活動を展開する

とともに、行政に提案していくことが求められている。 

  地域における自治活動や行政提案は、高齢者世代が中心となるケースが多く

見られ、多様な経験やネットワークを有する定年退職者の活躍も期待される一

方、地域の持続可能性の確保や施策・負担の世代間格差を避ける観点からは、

現役世代の住民が参加しやすい場づくりが地域に求められている。 

  今後、高齢化・人口減尐社会の進行による地域経済や行政機能の縮小等によ

り、これまで行政が担ってきたサービスの一部を地域が担うなど自立した地域

運営が求められるようになることも見込まれる。こうした社会では、行政だけ

が公共的な活動を行う機能を担うわけではなく、教育や子育て、まちづくり、

防犯・防災、医療・福祉、消費者保護などに多様な主体が参画し、自助・共助

の精神で協働して活動する「みんなで支え合う地域社会」をさらに推進し、確

立していくことが求められる。 

  具体的には、地縁組織である自治会等が地域内の市町村道等の公共施設を維

持管理していくことが考えられる他、現在、主に合併市町村で活用されている 

地域自治区制度の積極的な活用が考えられる。 

 

  【図表 15：地域の多様な主体が担う公共のイメージ図】 
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に
合

っ
た

  
 形

で
の

し
く
み

づ
く
り

を
進

め
る

こ
と

■
他

地
域

に
も

適
用

可
能

な
地

域
主

体
  

 の
ス

キ
ー

ム
づ

く
り

(有
)常

吉
村

営
百

貨
店

【
京

丹
後

市
】

（
旧

大
宮

町
）

■
地

域
商

店
の

運
営

■
特

に
な

し
　

（
講

演
等

の
依

頼
）

●
補

助
金

に
頼

ら
な

い
自

立
的

運
営

●
農

業
体

験
は

経
営

や
地

域
活

性
化

に
プ

ラ
ス

効
果

▲
地

域
商

店
だ

け
で

は
雇

用
の

受
け

皿
に

は
な

り
づ

ら
い

（
数

人
）

■
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
づ

く
り

等
の

人
的

支
援

  
 に

よ
る

地
域

の
取

組
へ

の
側

面
支

援

五
ヶ

荘
農

場
づ

く
り

協
議

会

【
南

丹
市

】
（
旧

日
吉

町
）

■
担

い
手

育
成

等
に

取
  

 り
組

む
も

、
補

助
金

終
  

 了
後

の
活

動
が

停
滞

■
特

に
な

し
▲

地
域

ぐ
る

み
で

の
危

機
感

・
目

的
意

識
を

共
有

し
て

い
く
必

要
▲

時
代

に
応

じ
た

助
言

等
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
が

不
十

分
▲

独
り

立
ち

を
支

援
で

き
る

事
業

ス
キ

ー
ム

づ
く
り

■
職

員
等

に
よ

る
き

め
細

か
な

地
域

訪
　

 問
体

制
の

構
築

■
地

域
住

民
の

声
を

聞
き

、
解

決
策

を
　

 考
え

る
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

設
置

(株
)加

悦
フ

ァ
ー

マ
ー

ズ
ラ

イ
ス

【
与

謝
野

町
】

（
旧

加
悦

町
）

■
町

出
資

に
よ

り
地

元
  

 米
の

加
工

販
売

会
社

  
 を

設
立

■
出

資
、

経
営

支
援

等
●

行
政

支
援

で
規

模
の

大
き

な
雇

用
創

出
（
数

十
人

）
が

可
能

▲
失

敗
時

に
は

行
政

負
担

が
発

生
（
専

門
家

の
支

援
が

必
要

）
▲

販
路

等
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

づ
く
り

が
必

須
■

経
済

的
に

自
立

可
能

な
地

域
づ

く
り

岡
田

中
地

区
【
舞

鶴
市

】

■
里

の
仕

事
人

・
仕

掛
　

 人
が

地
域

に
入

り
、

  
 地

元
組

織
と

協
働

・
  

 支
援

■
職

員
が

地
域

に
入

り
、

地
  

 元
組

織
と

協
働

・
支

援
  

 （
里

の
仕

事
人

・
仕

掛
人

  
  

 と
も

連
携

）

●
地

域
の

取
組

を
府

が
人

的
に

支
援

す
る

こ
と

は
住

民
か

ら
高

評
価

▲
新

規
就

農
は

、
人

間
関

係
や

出
産

・
育

児
も

含
め

た
ト

ー
タ

ル
で

の
　

 生
活

基
盤

の
確

立
が

必
要

■
継

続
的

な
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

体
制

の
　

 構
築

■
就

農
支

援
や

定
住

促
進

等
の

入
口

　
 施

策
だ

け
で

な
く
、

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
  

 を
見

据
え

た
地

域
づ

く
り

都 市 地 域

男
山

第
四

住
宅

【
八

幡
市

】
■

高
齢

化
等

が
進

む
集

  
 合

住
宅

地
域

の
再

生

■
管

理
組

合
を

中
心

に
　

 建
て

替
え

や
地

域
再

  
 生

を
検

討
■

検
討

費
用

の
助

成
▲

複
合

的
課

題
は

独
力

で
は

対
応

し
き

れ
な

い
▲

行
政

側
の

調
整

役
が

不
在

■
複

雑
な

課
題

に
対

応
で

き
る

組
織

　
　

横
断

的
な

体
制

づ
く
り

■
課

題
解

決
の

道
筋

づ
く
り

を
行

う
  

 コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
設

置
■

専
門

家
に

よ
る

支
援

体
制

づ
く
り

行 政 体 制

相
楽

東
部

広
域

連
合

【
笠

置
町

、
　

和
束

町
、

南
山

城
村

】

■
高

齢
化

・
人

口
減

少
  

 に
よ

る
非

効
率

事
務

、
  

 単
独

処
理

困
難

事
務

  
 の

発
生

●
人

件
費

・
事

務
費

の
削

減
・
人

材
交

流
の

活
発

化
の

効
果

▲
市

町
村

同
士

で
は

進
み

に
く
く
、

府
が

一
緒

に
地

域
の

あ
り

方
を

  
 考

え
る

必
要

■
効

率
性

向
上

に
向

け
た

事
務

事
業

　
　

の
再

点
検

・
組

織
体

制
の

見
直

し

■
広

域
連

携
の

メ
ル

ク
マ

ー
ル

づ
く
り

■
真

に
効

果
的

な
連

携
へ

の
助

言
等

■
広

域
連

携
の

検
討

に
向

け
た

協
議

の
　

 場
づ

く
り

合 併 市 町 村

そ
れ

ぞ
れ

の
調

査
先

で
ヒ

ア
リ

ン
グ

■
中

心
部

と
周

辺
部

の
  

 格
差

■
行

政
と

住
民

の
距

離
  

 感
の

拡
大

▲
特

定
の

地
域

に
支

援
が

集
中

（
常

吉
村

営
百

貨
店

）
▲

合
併

で
職

員
が

異
動

し
、

事
業

停
滞

の
き

っ
か

け
の

ひ
と

つ
に

　
　

（
五

ヶ
荘

農
場

づ
く
り

協
議

会
）

▲
旧

役
場

は
縮

小
さ

れ
、

寂
れ

て
い

る
印

象
（
相

楽
東

部
広

域
連

合
）

■
住

民
が

合
併

の
効

果
を

感
じ

る
こ

と
が

  
 で

き
る

よ
う

な
住

民
目

線
の

施
策

の
実

  
  

施

■
専

門
人

材
の

活
用

等
に

よ
り

市
町

村
　

 の
「
気

づ
き

」
づ

く
り

を
支

援
■

合
併

特
例

期
間

の
終

了
を

見
据

え
た

　
 行

財
政

体
制

整
備

へ
の

支
援

現
地

調
査

先
【
市

町
村

名
】

類 型 農 山 漁 村 地 域

■
人

口
流

出
■

地
域

の
担

い
手

不
足

■
移

動
手

段
の

確
保

　
 困

難
■

商
店

の
経

営
困

難
■

雇
用

機
会

の
減

少
■

農
業

の
低

迷

課
題

・
状

況

■
周

辺
地

域
の

活
性

化
等

の
取

組
を

実
施

今
後

求
め

ら
れ

る
役

割
（
例

）
取

組
の

効
果

と
課

題
現

在
の

市
町

村
の

主
な

関
わ

り
方

実
施

主
体

に
よ

る
課

題
へ

の
取

組
状

況

【
全

体
事

項
】

■
府

・
市

町
村

・
地

域
団

体
の

連
携

に
よ

  
 る

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

体
制

づ
く
り

■
専

門
家

に
よ

る
支

援
体

制
づ

く
り

■
就

農
支

援
や

定
住

促
進

等
の

入
口

施
  

 策
だ

け
で

な
く
、

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
を

見
  

 据
え

た
パ

ッ
ケ

ー
ジ

モ
デ

ル
づ

く
り

【
個

別
事

項
】

■
運

輸
局

・
バ

ス
・
タ

ク
シ

ー
等

関
係

事
　

 業
者

の
調

整
■

販
路

開
拓

等
の

流
通

支
援

■
農

商
工

に
よ

る
観

光
連

携
支

援
■

大
学

連
携

等
に

よ
る

地
域

の
公

共
的

　
 役

割
を

担
う

人
材

の
育

成
・
派

遣

■
教

育
委

員
会

の
設

置
運

営
や

ゴ
ミ

処
理

の
  

 事
務

を
共

同
で

処
理

【
図
表

16
：
現
地
調
査
か
ら
見
た
各
地
域
の
取
組
の
効
果
や
課
題
と
市
町
村
・
府
の
役
割
分
担
表
】
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４．具体的な京都モデル例 

府内市町村では、地域経済の衰退に加えて高齢化・人口減尐社会が進行する中、各地

域に解決すべき課題が山積しており、行政が独善的に解決へ向けた取組を主導するので

はなく、職員がしっかりと地域に足を運び、地域の歴史や成り立ちを学びながら、住民

の意向や意欲を汲み取り、それぞれの地域の実態に寄り添った対応や支援が求められて

いる。 

このため、農山漁村地域や都市地域、合併市町村などの地域ごとの状況に応じた課題

解決モデルとこれらの取組を下支えする行政体制整備モデルについて提案する。 
 

４－１．共に育む「命の里」事業 

～農山村地域の生活実態に寄り添う集落支援モデル～ 

  農山村地域（合併市町村の農山村地域を含む）では、地域の基幹産業である農

業や林業で十分な収入を獲得できない状況が、地域から若年層を中心とした人口

の流出を招き、高齢化・人口減尐により農山村地域の持続可能性に大きな影響を

与えている。府内の農山村地域の中には、「農業＝集落の維持」と捉えている住

民もおり、集落から地域や農業の活性化等の議論を起こしながら、地域の実態に

寄り添った農業を成り立たせるための取組が求められている。 

  このため、職員が「里の仕事人」として集落をきめ細かく訪問し、地域住民と

協働して活動することで、住民と行政、住民同士の地域の絆を回復し、智恵を出

し合い協働して農業基盤の整備から買物や交通などの生活維持支援までを一体

的に取り組み、農山村地域が抱える課題解決モデルを構築する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 17：共に育む「命の里」事業の概要】 
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４－２．チーム型行政の推進 

～急激に進む高齢化・人口減少に伴う都市部の課題解決に向けたモデル例～ 

  都市地域（合併市町村の都市地域を含む）には、府・市町村・地域・ＮＰＯ等

の連携が必要であるにも関わらず、課題が複数の分野や事業主体に及ぶために円

滑に連携できていない事例が発生し、コーディネート機能の充実が不可欠となっ

ている。 

  このため、先導的に取り組むモデルケースとして、課題解決の枠組みづくりを

進める地域プラットフォーム、実行力を担保する地域マネージャーを置いた地区

を設け、住民・地域に寄り添った課題解決を図る仕組みをつくるとともに、「ま

ちの仕事人」等による総合調整等の人的支援、みらい戦略一括交付金等の関連財

政支援により、こうした取組が円滑に導入・継続した取組となるように京都府が

しっかりと下支えしていくことが必要である。 

 

 

 
 

 

 

【図表 19：チーム型行政の概要】 

【地域プラットフォーム】 
自治会やＮＰＯ、大学、企業、市町村、京都府等が共通する課題に応じて集まり、

それぞれが得意とする智恵やネットワークを活かしながら、課題解決や新しい価値創
造に向けた取組方策や協働事業を生みだし、実行に移していく場。  
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４－３．強みを伸ばす、弱みを克服する「経営資源集中型」広域連携 

   ～急激に進む高齢化・人口減少社会、地方分権社会への対応モデル例～ 

  平成の合併により京都府内の市町村は大きく変化したが、依然として人口１万

人未満の小規模町村が５町村存在している。これらの小規模町村や北部地域を中

心に高齢化・人口減尐が今後急速に進行する見込みであり、社会保障関連経費の

増加や高度経済成長期に整備した公共インフラの老朽化などによる行財政需要

の高まりによる財源不足、行財政改革による職員数削減、地方分権改革による事

務量の増加など市町村を取り巻く環境は厳しさを増す一方である。 

 

（１）広域連携・共同化の必要性 

  市町村間で事務を共同で処理する取組については、日常生活圏の広域化や行政

需要の高度化・専門化、事務処理体制の効率化への対応を目的として、これまで

も様々な分野で活用されてきたところである。 

  府県で構成される「関西広域連合」や、京都府と市町村が共同で税の滞納整理

に取り組む「京都地方税機構」など、これまで主に市町村間で行われてきた事務

の共同処理が時代の要請に応える形で都道府県にも拡大している。 

  今後、さらなる高齢化・人口減尐の進行等が見込まれる中、限られた人員や財

源を有効に活用するためには、事務の共同処理は欠かせない手段の一つである。 

  なお、今後、新たに共同処理の検討を迫られるケースとして以下のような要因

が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事   項 概    要 備       考 

地方分権改革の 

進展によるもの 

（府からの権限 

移譲を含む） 

■ 住民に最も身近な基礎自治体

である市町村には補完性・近接

制の原理に基づき、今後も事務

権限の移譲が予想される。 

■ 関連する事務権限の府から市

町村への移譲も予想される。 

■ 第２次一括法では、市に３７法律、町村に１０法律の事務

権限が移譲され、まちづくりに関する事務から調査、支給・

給付の事務まで幅広く存在。 

■ 移譲権限は政令市・一般市・町村に区分され、市町村の

多様な状況は考慮されていない。 

  （府には人口２万人～１８万人までの市が幅広く存在） 

高齢化・人口減少 

の進行によるもの 

■ 高齢化・人口減少の進展によ

り、制度上維持できない事務、処

理件数が極めて少ない事務の発

生が予想される。 

■ 市町村アンケートでは、国保や介護保険の運営困難、少

子化による母子保健事業の事務量の減少などが課題とし

て回答されている。 

小規模市町村の 

自立的運営に係る

もの 

■ 小規模市町村においては、厳

しい行財政状況の中、専門職員

を配置することができない事務

の発生や行政委員会の共同化

が予想される。 

■ 市町村アンケートでは、技術職員の減少による道路橋梁

等の安全管理や小中学校・公民館の管理運営などが課題

として回答されている。 

■ 既に設置している共同処理組織の効率化の検討も必要。 

【図表 20：府が支援すべき広域連携の発生要因】 
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（２）広域連携・共同化における府の基本的役割 

  今後、新たに検討される事務の共同処理に対する京都府の基本的な役割は、「地

方分権」、「高齢化・人口減尐社会」、「小規模市町村」の３分類の要因ごとに共同

処理事務の内容を検討し、総合調整から事務の補完まで幅広く支援することが求

められる。 

また、高齢化・人口減尐の進行により小規模市町村の自立的運営に支障を来す

ようなケースも今後想定される中で、府と市町村の権限のあり方や事務配分の見

直しについても、市町村のニーズや状況を踏まえながら、事務委託制度の大胆な

運用を含め、京都独自の事務処理方式の検討を進める必要がある。事務委託制度

の大胆な運用により、垂直補完として相当程度の事務を京都府が処理することも

可能であることから、今後も市町村と京都府、特に小規模町村との間で検討を続

けることが求められる。 
  検討に要する費用や共同組織の形成については財政支援もあわせて行い、府は

人材面と財政面の両面から支援を行うことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）広域連携・共同化の充実に向けた取組 

  広域連携・共同化は、事務を処理する市町村の自立性、独自性を損なわないこ

とが大切であり、京都府内全域の市町村のニーズに基づく取組の推進が求められ

る。 

  市町村のニーズが生じた際、速やかに検討の場を設けることができるよう、大

都市周辺地域も含めた広域連携の円滑な実現に向けた総合調整役を京都府が担う

べきである。 

  また、一部事務組合等については屋上屋を架す、住民監視が不十分などの批判

に加え、事務の改善が図られにくい等の課題があることから、行政経営品質の向

上、内部統制の充実に向けた助言指導を行うべきである。 

  この他、多数の一部事務組合が存在する（相楽地域に５組合、南丹地域に４組

合、乙訓地域に３組合）地域については、住民の視点からどのような価値を創造

しているのか、構成市町村を含めた効果性、効率性の総合的な評価、点検を行い、

改革の方向性を検討する必要がある。 

事  項 
府と市町村の基本的な役割 

（方向性） 
考えられる共同処理 
のしくみ（例） 

地方分権改革
の進展 

■市町村間の連携による対応が基本 
■府は、円滑化のための仲介役 

■市町村間の一部事務組
合、広域連合、機関等
の共同設置等 

■対応困難な市町村は、
周辺市町村又は府への
事務委託 

小規模市町村
等の自立的運
営 

■市町村間の連携による対応が基本 
■府は、市町村のニーズに基づく仲介役として、
協議の円滑化のために必要な支援に取組 

■周辺市町村との協議が不調の場合、住民サー
ビスに支障を来す虞があるものは府が補完 

高齢化・人口
減少の進行 

■市町村間の連携による対応が基本 
■住民サービスに支障を来す虞があるもの、府
と市町村の事務に共通性があるものは、府と
市町村の共同処理も検討 

■市町村間又は府と市町
村間による一部事務組
合、広域連合、機関等
の共同設置等 

【図表 21：広域連携に係る基本的役割】 



 

26 

 

  なお、大阪府の池田市、箕面市、豊能町、能勢町では、課や係を複数の市町村

で共同設置する新たな取組も始まっている。こうした手法も参考にしながら、市

町村の特性や事務処理の実情を踏まえ、広域的に処理することが可能な事務を徹

底的に共同処理し、地域に密着した事務や課題のある分野に職員や財源などの経

営資源を集中させ、住民福祉の向上や課題解決のための取組などを積極的に進め

ていくことが期待される。 

 

 

 

  
手法 

広域連合 
一部事務組合 

任意組織 
民法上の委託 

事務委託 共同設置 

特徴 

・ 
課題 

市町村と同様に議会が設置
され、条例制定等が可能。 

市町村と同様の行政組織と
なるので、屋上屋を架すとの
指摘もある 

もっとも簡便な方法である
ものの、サービスの安定

性、責任の所在、職員の
身分取扱いに関し不明確
な点が残る 

権限の喪失・付与に対する
不安等から、 委託団体、受
託団体双方の首長・議会に

慎重な意見が見られる 

任意組織に次ぐ簡便な仕組
み、首長・議会の権限が移動
せず、構成団体の主体性が

残される 

【図表 22：大阪府２市２町における共同処理の取組事例と京都府の方向性】 

府
内
に
あ
る
既
存
の
広
域
連
合
等
の
活
用
を
検
討 広域連合等がない場合は、大阪 

府２市２町の取組も参考に 



 

27 

 

５． 高齢化・人口減少社会に向けて 

～智恵を出し、汗をかき、下支えする「京都府モデル」の推進を～ 
 

 研究会では、府内各地に見られる 

１．農山漁村地域における地域の担い手不足や生活交通の不足、地域経済の衰退、 

２．都市地域における急激に進む高齢社会に適応した地域づくり、 

３．合併市町村おける地域内格差、住民と行政との距離感、 

 などの様々な課題について現地調査を行い、住民のみなさんの取組やご意見をお聞き

した。 

  今後、更なる高齢化・人口減尐社会の進行によってこれらの課題は一層深刻にな

り容易には改善しないことが予想されるが、今後生じる様々な課題に行政が的確に

対応していくためには、社会（高齢化・人口減尐）、環境（エネルギー・資源）、経

済（低成長・グローバル化）の制約を踏まえ、縦割り・横並び・前例踏襲の行政運

営から脱却することが求められる。 

  多様化・複雑化する課題に対して一律のルールや基準の枠にはめようとする従来

型の補助行政や分野毎の縦割り（セクショナリズム）では対応しきれないことを認

識し、前例や行政内部の事情に固執して行政が独善的に主導するのではなく、職員

がしっかりと地域に足を運び、地域の歴史や成り立ちを学びながら、住民の意向や

意欲を汲み取り、住民や地域事業者と智恵を出し合い、それぞれの地域の実態に寄

り添った住民や事業者主体の取組を下支えすることこそが行政に求められている。 

  研究会で提案されたこれらの取組が、府・市町村のあり方を見直しながら、高齢

化・人口減尐社会における先進的・モデル的事例として実践されるよう、強く期待

するものである。 
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